
(単位：円)

【 3,168,981,102 】 【 731,595,066 】

354,141,667 274,781,076

788,859,747 524,040

5,116,277 150,953,574

346,912 72,711,458

248,633 5,092,700

996,000 5,155,877

11,648,977 116,852,704

5,022,609 105,523,637

47,894,900 【 247,866,847 】

36,543,290 25,914,438

1,900,000,000 1,703,130

18,162,090 129,089,184

【 546,491,886 】 91,160,095

( 324,253,260 ) 979,461,913

120,980,124

238,130,979

177,181,718

2,629,200

93,115,343

13,958,400 【 2,736,011,075 】

226,500 ( 50,000,000 )

▲ 321,969,004 ( 871,711,220 )

( 128,526,873 ) 692,000,000

439,411 179,711,220

119,100,061 ( 1,814,299,855 )

8,987,401 1,814,299,855

( 93,711,753 ) 70,000,000

13,883,200 100,000,000

1,872,185 1,644,299,855

77,956,368 2,736,011,075

3,715,472,988 3,715,472,988

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

未 収 金

未 収 消 費 税 等

関係会社短期貸付金

未 収 法 人 税 等

立 替 金

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

( 資 本 剰 余 金 )

資 本 準 備 金

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

純 資 産 の 部

負 債 合 計

【 株 主 資 本 】

建 物

建 物 付 属 設 備

構 築 物

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

リ ー ス 資 産

( 資 本 金 )

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

( 無 形 固 定 資 産 )

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

長 期 前 払 費 用 繰 越 利 益 剰 余 金

( 利 益 剰 余 金 )

事 業 積 立 金

保 証 金

繰 延 税 金 資 産 純 資 産 合 計

施 設 整 備 積 立 金

そ の 他 利 益 剰 余 金その他無形固定資産

(投資その他の資産)

貸借対照表

2022年3月31日 現在

買 掛 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

そ の 他 固 定 負 債

( 有 形 固 定 資 産 )

【 固 定 資 産 】

材 料

貯 蔵 品

仕 掛 品

前 払 費 用

賞 与 引 当 金

未 払 費 用

未 払 事 業 所 税

前 受 金

預 り 金

長 期 リ ー ス 債 務

【 固 定 負 債 】

預 り 保 証 金



(単位：円)

金 額

3,556,921,564

2,437,434,201

売上総利益 1,119,487,363

831,924,847

営業利益 287,562,516

2,324,122

34,420,740

36,744,862

2,489,753

2,489,753

経常利益 321,817,625

17,905,848

17,905,848

39,994

6,875,892

6,915,886

税引前当期純利益 332,807,587

法人税、住民税及び事業税 115,174,103

還付法人税額 △ 46,500

法人税等調整額 9,601,523

当期純利益 208,078,461

損益計算書

（自 2021年4月1日　至 2022年3月31日）

科 目

営

業

損

益

売上高

売上原価

販売費及び一般管理費

受取利息・配当金

営業外収益

雑損失

営業外費用

営

業

外

損

益

雑収入

特別損失

特別利益

その他特別利益

固定資産売却損

固定資産除却損



１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

①最終仕入原価法による原価法によっています。

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）　

定率法によっています。

ただし、建物並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備、構築物及び流通事業部門に

属する資産については定額法によっています。

②その他無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっています。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

（３）引当金の計上基準

①賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額に

基づき当期に見合う分を計上しております。

②退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職による期末要支給額を

退職給付債務とする方法によって計上しています。

（４）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引の

うち重要性がないものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用

しています。

②消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。

２． 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における発行済株式の種類及び株式数

個 別 注 記 表

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 1,484 株 － － 1,484 株


